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0 立野公男，直兜誠夫，小松裕司，小笠原 敦 ，桑原 輝隆 ( 文科 省 ・科学技術政策研 ) 

今年に入りモバイル 機器やディジタル 情報家電の盛況に 引かれて日本の 電気メーカの 半導体 

微細加工装置への 設備投資意欲が 顕在化している。 この装置は半導体デバイスの 最先端製品の 技 

術ネ、 ック を掌握するため、 日本が今後も 半導体産業や 技術のイニシャティブの 一端を担い続ける 

戦略上極めて 重要であ る。 この製品を支える 技術は、 世界中でも特に 日本の光学メーカ と 電機 メ 

一カ が 互いに産々連携しながらハイテクの 粋を集め、 研鎗に研 鎗を重ねてきた 光学技術や精密 機 

械 制御技術の極限をさらに 追求している 技術であ り、 ビジネ 、 ス 面でもこれまで 日本の企業が 世界 

市場のトップシェアを 確保してきた。 しかし、 最近、 トップの座を 脅かされ、 また技術面でも 液 浸 という新たな 技術ブレークスル 一のきっかけがアメリカの 大学 M 圧から始まった 経緯もあ @ 

今後の動向に 楽観は許されない。 本報告では、 今後も日本の 企業がそのお 家芸であ る微細加工 装 

置 開発での国際競争力を 発揮し続け世界市場で 首位の座を維持するにはどのような 手だてが 施 

策 として補強されるべきかを、 企業と日本の 大学の応用研究部門との 産学連携の進め 方の観点か 
ら 検討する。 
す ねね ち、 最初に半導体デバイス・ロードマップ 、 対応する りソ グラフ イ ・ソリューション 、 

そして次々世代Ⅱ UV/F2 リソ グラフィについてレビューする。 そして、 現状における 世界 面 

場 シェアと日本企業の 国際競争力を 調べ、 超解像 技術におけるこれまでの 日本企業の技術優位性 

を産 々 連携のかたちで 捉える。 さらに、 液浸 ブレークスルーと M Ⅰの技術センスを 事例に米国 

の 大学 ( カリフォルニア 大 、 M 汀 ) の活躍ぶり ( 図表 1) を紹介する。 そして日本の 産学連携の 

問題点、 と今後の進め 方を日本の大学の TL0 と M 圧の上 p の現状を比較しながら 分析し、 最後に 

従来よりもも う 一歩踏み込んだところで、 以下の二つの 提言を行 う 。 

その第一は、 革新的な技術そのものを 生み出す研究開発の 進め方に関する 提言であ る。 すな む ち 、 
企業の開発現場はマーケットニーズと 科学的知識のシーズの 接点であ り、 そこに噴出する 技術課題 

が 発明や発見のチャンスを 与えていることにまず 気づくべきあ る。 そして、 日本の大学の 研究者は、 

自らの研究テーマの 意義を 、 例えば図表 2 に示した D. Stokes によるパスツールの 4 象限でよく 見 

直し、 応用研究に携わる 研究者はその 現場へ従来以上に 深く足を踏み 入れて先端の 技術課題を企業 

と 共有して行くことが 必要であ る。 そこでは必ず 知財の管理と 保護の問題が 立ちはだかるが、 現在、 

大学や公的研究機関で 既に設置されている 丁 」 0 が、 従来のように、 大学サイドの 権 利を守ると ぃ 

ぅ 視点だけでなく、 企業サイドの 権 利を守る手立てをも 考慮した相互に 対等な法的契約関係を 構築 
して行くことであ る。 さらに、 企業サイドは、 現場の技術課題を 宝の持ち腐れとせず、 企業の知財 

管理部と 丁 L0 の監視のもとで 大学に積極的に 開示し、 大学の研究者の 優秀な頭脳を 活用すること 

であ る。 

そして、 第二は、 現状の T 」 O がかかえている 発明の権 利化の効率を 高めるための 特許技術に 

関する提言であ る。 すな ね ち、 産学連携に携わる 大学の研究者は、 ヒットすれば 大きいがその 確 

率は極めて低い 基本特許を狙 う だけでなく、 実用化の推進過程で 生み出される 周辺特許も企業の 

研究者と協力して 持続的かっ網羅的に 出願し、 特許網を構築して 行かぬ は ならない。 また、 特許 
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の 権 利維持には費用がかかるため、 既 出願特許のスクリーニンバの 工程を企業の 特許業務経験者 

と協力してさらに 厳密にして行かねばならない。 

以上のような 特許技術を含む 対等な法的契約関係をべ ー スとする企業と 大学のギブアンドテ 

ークのルールの 合意の元に、 双方の先端技術開発や 製品開発の経験者が 集まってテーマ 毎にプロ 

ジェクト体制を 敷き、 実用化と特許取得目標の 達成に向けた 工程を果敢に 実行して行くことが、 

開発研究において 国際的に通用する 本格的な産学連携の 姿であ る。 

図表 1. 米国登録特許ランキンバ ( 米 lN Ⅲ A 社調べ /3 位以下の米国企業は 除く ) 
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図表 2  基礎研究 か 応用研究 か ( パスツールの 4 象限 D.Stokes より ) 
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